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近江八幡市福祉子ども部障がい福祉課 

近江八幡市みんなの心で手をつなぐ手話言語条例とその考え方 
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前文 

手話は言語です。 

言語は、お互いの意思疎通を図る手段であり、手話もまた、手指や体の動き、表

情を使って視覚的に表現する言語として、ろう者にとって他者との意思疎通を図る

手段となっています。 

平成１８年１２月の国際連合総会で採択された障害者の権利に関する条約では、

「「言語」とは、音声言語及び手話その他の形態の非音声言語をいう。」と定義され、

手話が言語として国際的に認知されました。日本では、平成２３年８月に障害者基

本法（昭和４５年法律第８４号）の改正により手話が言語として認められ、これに

伴い平成２６年１月に同条約に批准をしました。さらに、同改正法の中では「全て

障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段につ

いての選択の機会が確保される」と定められたところです。 

私たちは、手話が言語であることを普及啓発していくことや自由に手話が使える

環境の整備を推進することが必要不可欠であり、福祉分野に限らず、教育、医療、

労働等あらゆる分野において手話による意思疎通と情報提供が保障され、手話の理

解と広がりをもって地域で支え合い、互いに人権を尊重することができる豊かな共

生社会を実現するため、この条例を制定します。 
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【考え方】 

   みんなの心で手をつなぐ手話言語条例は、手話は言語であると定め、福祉分野に

限らず、あらゆる分野において手話による意思疎通と情報提供の保障、手話の理解

と広がりをもって、聴覚障がい者及び聴覚障がい者以外の者が共生する地域社会の

実現をめざして、条例を定めることを宣言しています。 

 

 

 （目的） 

第   第１条 この条例は、手話等に対する理解の促進及び普及並びに手話等を使用し

やすい環境の整備に関し、基本理念を定め、市の責務並びに市民及び事業者の

役割を明らかにするとともに、必要な施策を総合的かつ計画的に推進し、もっ

てろう者や盲ろう者をはじめとする聴覚障がい者（以下「聴覚障がい者」とい

う。）の自立及び社会参加の促進並びに聴覚障害の有無にかかわらず人権を尊

重することができる豊かな共生社会の実現に寄与することを目的とする。 

【考え方】 

 条例の目的を定めています。 

  市の責務、市民及び事業者の役割を明らかにし、手話に関する施策を総合的かつ

計画的な推進を図るために必要な基本的事項を定め、聴覚障がい者が聴覚障害の有

無にかかわらず人権を尊重することができる豊かな共生社会の実現を寄与するこ

とを目指しています。 

 

 

（定義） 

第２条 この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１）聴覚障がい者 聴覚の機能の障がいがある者であって、その障がい及び社

会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態

にあるものをいう。 

（２）社会的障壁 聴覚障がい者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁

となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

（３）ろう者 聴覚障がい者のうち、手話を言語として日常生活及び社会生活を

営むものをいう。  

（４）盲ろう者 聴覚障がい者のうち、視覚の機能の障がいが重複している者で

あって、その障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に

相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

（５）手話 手、指、体若しくは顔の部位の動き又は表情を使って視覚的に表現

する言語をいう。 

（６）手話等 手話、要約筆記、触手話、手書き文字、指点字、筆談その他の聴

覚障がい者が日常生活又は社会生活を営む上で使用する意思疎通のための

手段をいう。 

（７）事業者 市内において営利又は非営利を問わず事業を行う個人、法人その

他の団体をいう。 
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（８）合理的な配慮 聴覚障がい者が日常生活又は社会生活において、聴覚の機

能の障がいのない者と同等の権利を行使するため、必要かつ適切な現状の変

更又は調整を行うことをいう。 

（９）コミュニケーション支援従事者 手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者通訳・

介助者等の伝達補助を行う者をいう。 

【考え方】 

  本条例の中で、認識を共通にしておく必要がある言葉について、定義をしたもの

です。 

(1)聴覚障がい者 聴覚の機能の障がいがある者で、その障がい及び社会的障壁  

により継続的に日常生活又は社会生活において制限を受ける状態にあるもの 

(2)社会的障壁 聴覚障がい者が日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるよ

うな社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のもの 

(3)ろう者 聴覚障がい者のうち、手話を言語として日常生活及び社会生活を営

むもの  

(4)盲ろう者 聴覚障がい者のうち、視覚の機能の障がいが重複している者であ

って、その障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に制

限を受ける状態にあるもの 

(5)手話 手、指、体若しくは顔の部位の動きや表情を使って視覚的に表現する

言語 

(6)手話等 手話、要約筆記、触手話、手書き文字、指点字、筆談その他の聴覚

障がい者が日常生活又は社会生活を営む上で使用する意思疎通のための手

段 

(7)事業者 市内において営利、非営利を問わず事業を行う個人、法人その他の

団体 

(8)合理的な配慮 聴覚障がい者が日常生活又は社会生活において、聴覚の機能

の障がいのない者と同等の権利を行使するため、社会的障壁の除去の実施を

必要としている旨の意思表明があったときに、その実施において、実施に伴

う負担が過重でない場合に行われる適切な現状の変更又は調整を行うこと 

(9)コミュニケーション支援従事者 手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者通訳・

介助者等の伝達補助を行うもの 

 

 

（基本理念） 

第３条 聴覚障がい者の障がい特性に応じた手話等の選択及び利用の機会の確

保並びに情報の受信及び発信のための手段の確保は、聴覚の機能の障がいの有

無にかかわらず、市民相互に必要なこととして尊重することを基本に行うもの

とする。 

２ 市、市民及び事業者は、手話が独自の言語体系及び歴史的背景を有する文化

的所産であるとの認識のもと、手話に対する理解の促進及び手話の普及を図

り、手話によるコミュニケーションが図りやすい環境を整備するものとする。 

３ 聴覚障がい者は、手話等による意思疎通を円滑に図る権利を有し、その権利

は保障されるものとする。    



4 

 

【考え方】 

  基本理念を定めています。 

  手話等の理解と普及は、聴覚の機能の障がいの有無にかかわらず、市民相互に必

要なこととして尊重することを基本に行うものと定めています。 

  手話が独自の言語体系と歴史的背景を有する文化的所産であるとの認識のもと、

手話でコミュニケーションを図りやすい環境を整備すると定めています。 

  手話等を利用する障がい者がその障がい特性に応じたコミュニケーション手段

を選択し利用することにより、意思疎通を円滑に図る権利を有し、その権利は保障

されるものとしています。 

 

 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっと

り、手話等の普及並びに聴覚障がい者の自立した日常生活及び地域における社

会参加を保障するため、必要な施策を講ずるものとする。 

【考え方】 

  市の責務を定めています。 

  市は、基本理念にのっとり、聴覚障がい者があらゆる場面で手話等コミュニケー

ションを利用し自立した日常生活及び地域における社会参加を保障するため、必要

な施策を講じるとしています。 

 

 

（市民の役割） 

第５条 市民は、基本理念に対する理解を深め、聴覚障がい者の人権を尊重し、

並びに手話等の普及及び市の施策に協力するよう努めるものとする。 

【考え方】 

   市民の役割について定めています。 

市民は、この条例の基本理念に対する理解を深め、手話に関する市の施策に協

力するよう努めるものとしています。 

 

 

（事業者の役割） 

第６条  事業者は、基本理念に対する理解を深め、聴覚障がい者が利用しやす

いサービスの提供及び働きやすい環境の整備に努め、並びにコミュニケーシ

ョン支援従事者と連携し、聴覚障がい者が適切なコミュニケーション手段を

利用できるよう合理的な配慮に努めるものとする。 

【考え方】 

       事業所の役割について定めています。 

       事業所は、この条例の基本理念に対する理解を深め、聴覚障がい者が利用しや

すいサービスの提供と適切なコミュニケーション手段を利用できるようにするた

めの合理的な配慮を行うよう努めるものとしています。 
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（施策の推進方針） 

第７条 市は、施策を推進するための方針（以下「推進方針」という。）を策定

するものとする。 

 ２ 推進方針は、次に掲げる事項について定めるのとする。 

 （１）手話等に対する理解及び普及の促進に関すること。 

 （２）市民の手話等による意思疎通及び情報を得る機会の拡大に関すること。 

 （３）市民が手話等を使用しやすい環境の整備に関すること。 

 （４）コミュニケーション支援従事者の支援に関すること。 

 （５）災害時における聴覚障がい者の情報取得及び意思疎通の支援に関するこ 

と。 

 （６）その他市長が必要と認める事項に関すること。 

【考え方】 

   施策の推進方針等について定めています。 

    市は、手話等コミュニケーション手段を促進するために、次の施策を策定する。 

   (1)手話等に対する理解及び普及を図るための施策 

   (2)市民が手話等コミュニケーション手段に関する情報を得る機会の拡大のた

めの施策 

   (3)市民が手話等コミュニケーション手段を利用することができる環境の整備

のための施策 

   (4)コミュニケーション支援従事者等の処遇改善等コミュニケーション支援従

事者等の支援のための施策 

   (5)災害時における聴覚障がい者に対し、情報取得及び意思疎通に支援に関する

施策 

(6)その他市長が必要と認める事項 

 

 

（推進会議） 

第８条 市は、推進方針を定め、若しくは変更し、又は施策の推進状況を検証す

るため、聴覚障がい者、コミュニケーション支援従事者等で組織する近江八幡

市手話施策推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 

２ 推進会議は、委員１５名以内をもって組織する。 

３ 推進会議の委員の任期は、２年とする。 

４ 推進会議の委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

【考え方】 

  市は、施策の推進方針を定め、若しくは変更し、又は施策の推進状況を検証す

るため、聴覚障がい者、コミュニケーション支援従事者等で組織する推進会議を

設置します。 

   条文に定めるもののほかについては、別に定めるものとします。 
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（手話等を学ぶ機会の提供） 

第９条 市は、聴覚障がい者、聴覚障がい者の団体、コミュニケーション支援従

事者等と協力して、市民及び事業者に対し地域、職場等において手話等を学ぶ

機会を提供するよう努めるものとする。 

【考え方】 

    手話等を学ぶ機会の提供について定めており、市は、聴覚障がい者、コミュニ

ケーション支援従事者及び関係機関等と協力し、市民及び事業者が手話等を学ぶ

機会の確保及び普及に努めるものとしています。 

 

 

(学校における手話等の理解及び普及） 

第１０条 市は、学校教育において、手話等に対する理解及び普及を図るために

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

【考え方】 

       学校における手話の理解の促進について定めており、市は、学校教育において、

手話に接する機会を提供するなど、手話への理解の促進に努めるものとしています。 

 

 

（医療機関における手話等の理解及び普及） 

第１１条 市は、医療機関において、聴覚障がい者が手話等を使用しやすい環

境となるよう必要な措置に努めるものとする。 

【考え方】 

   市は、医療機関において、聴覚障がい者が手話等を使用しやすい環境となるよ

うコミュニケーション支援従事者を派遣する制度の周知その他の必要な措置に努

めるものとしています。 

 

 

（財政上の措置） 

第１２条 市は、手話等に関する施策を推進するため必要な財政上の措置を講ず

るよう努めるものとする。 

【考え方】 

   市は、手話等コミュニケーション手段に関する施策を推進するため、必要な財

政上の措置を講ずるよう努めるものとしています。 

 

 

（委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

【考え方】 

   条例の施行に関し必要となる事項等を、市長が別に定められるように、この条

項を設けています。 

                


